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研究要旨：死後の臓器提供という場面において、臓器移植コーディネーター（以下、Co）は大切

な人を失う家族を専門的立場から支援する。十分かつ適切な説明（情報提供）を行い、家族の臓器

提供に対する自由な意思決定を支援すること、家族が臓器提供を希望する場合、提供・移植まで円

滑に進むようコーディネートすることが Coの役割である。 

Co が臓器提供を考える家族と面談する前段階で、救命不能と診断された後に主治医等から臓器

提供の機会があることが告げられる場合（いわゆる選択肢提示）がある。これまで治療に当たって

きた主治医側から考えると、臓器提供の機会があることを告げるのは治療限界の告知であり、それ

を聞く家族の心情を慮ると心理的負担が大きいと考え、躊躇するのは想像に難くない。しかしなが

ら、臓器提供・移植に対する認知度が高まりつつある現在、受け手側である一般市民が選択肢提示

をどのようにとらえているかを明らかにした研究はない。そこで、本研究では、死後の臓器提供の

選択肢提示の望ましい在り方を考えるために、選択肢提示そのものに対する受容性、並びに選択肢

提示を受け入れるための条件等を明らかにすることを目的に調査項目を作成し、日本国民全体を対

象としたインターネット調査を実施した。 

全国 2,000名を対象に調査した結果、選択肢提示を望ましい取組みと考える人は 82％に上り、主

治医が行うことが適切であると考える人が 82％を占めた。一方で、家族が救命困難となった場合、

臓器提供を思いつく人は 27％にとどまった。本調査から、選択肢提示に対する国民の受容性が高

いことが明らかになり、選択肢提示実施者としては主治医が圧倒的に支持されたことから、治療の

継続性の中で選択肢提示を行うことが良いことが示唆された。今後、クリティカルな状況下におい

て、患者家族が違和感なく受入れられる選択肢提示の在り方を検討し、選択肢提示に対する主治医

側の負担軽減につながる策を見出す必要がある。 

Ａ．研究目的 

本研究は、死後の臓器提供の選択肢提示を日

本人がどのように受け止めているかについて調

査し、臓器提供の選択肢を提示されることに対

する抵抗感を減らすためにどのような方策をと

ればよいのかを考える基礎資料を得ることを目

的とする。 

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する

指針（ガイドライン）第６の１において、「主治

医等が、患者の状態について、法に規定する脳

死判定を行ったとしたならば、 脳死とされうる

状態にあると判断した以後において、家族等の

脳死についての理解の状況等を踏まえ、臓器提

供の機会があること、及び承諾に係る手続に際

しては主治医以外の者（臓器移植ネットワーク

等の臓器のあっせんに係る連絡調整を行う者）

による説明があることを口頭又は書面により告

げること」と規定されている。 

これによれば、脳死と診断、即ち救命不可能

と診断された時、家族の心情に配慮したうえで、

臓器提供の機会があることを主治医等の医療者

が家族に伝えることになっているが、そのよう
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な厳しい状況下にある家族に伝えることは医療

者（特に治療に携わってきた医師）には心理的

負担感が大きいと考えられる。また、告げられ

る側の患者家族にとっても、死後の臓器提供に

ついて言われるということは、救命が不可能で

あること、つまり死が避けられないことの宣告

でもあり、非常に心理的負担感が大きいといえ

る。しかしながら、クリティカルな状況下で家

族が臓器提供について思い至らず、葬儀終了後

に臓器提供の意思表示書面を発見し、臓器提供

できなかったことを残念に思う家族も実際に存

在する。本人の意思を生かすという意味で、医

療者側から臓器提供についての情報提供を行う

ことの意義は十分あるものの、どういう形で行

えば受け手側の最重症の患者の家族の心理的負

担感が減り、また情報提供をする医療者の心理

的負担感も減るのかという観点からの研究は、

これまでになされたことはない。 

過去に、地方紙新聞社が行った調査（長崎新

聞社モニター調査、2016 年）では、臓器提供の

選択肢提示については「良い取り組みである」

が 60％、「家族が救命困難となった場合提示して

ほしい」が 47％であった。また、県政アンケー

ト（福井県県政アンケート、2002 年）では、死

後の選択肢として、心臓停止後に腎臓や角膜を

提供することができることを、医師などが家族

に伝えることについて、「患者や家族にとって重

要なことであるから、必ず伝えるべき」29％、「家

族が気づいていない可能性もあるので、伝える

方が良い」35％と回答していることから、半数

近い人達が選択肢提示に対して肯定的であると

いえる。しかしながら、双方の調査とも、新聞

社モニターまたは県政モニターであることから、

もともと意識が高い人達である可能性が否めず、

全くの一般市民との意識の乖離があるのかどう

かは不明である。また、限られた地域での調査

であるため、全国的な傾向までは明らかにされ

ていない。 

そこで、本研究では、死後の臓器提供の選択

肢提示の望ましい在り方を考えるために、選択

肢提示そのものに対する受容性、並びに選択肢

提示を受け入れるための条件等を明らかにする

ことを目的に調査項目を作成し、日本国民全体

を対象としたインターネット調査を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査対象者 

インターネット調査会社（（株）クロス・マ

ーケティング、東京）登録モニターを対象に、

電子調査票を用いた間接的な自記式調査を行な

った。対象者は、日本全国の 18歳～79歳の日本

国籍を有する男女 2,000名、地点数は 47都道府

県とし、年代・居住地は人口構成比に近づくよ

う抽出した。28,166名に配信し、2,000名から回

答を得た。 

２．調査実施期間 

2018年 1月 30日～31日。 

３．調査項目 

属性（性別、年代、居住都道府県、職病、婚

姻状況、子どもの有無、世帯構成）、死別や臓器

提供の経験の有無、臓器提供に対する意思、臓

器提供の意思決定に際して欲しい情報、臓器提

供の選択肢提示についての受け止め方等につい

て尋ねた。 

４．倫理面への配慮 

本研究は藤田保健衛生大学医学倫理審査委員

会の承認を得て実施した（HM17-333）。本研究

への協力は、調査への回答をもって同意を得た

ものとし、個人情報やプライバシーの保護につ

いては、登録モニターと（株）クロス・マーケ

ティングとの間で契約されている。研究者には、

調査実施会社から回答者の個人情報は一切提供

されない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．有効回答率 

 28,166 名に配信し、2,000 名から回答を得た

（7.1％）。 
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２．属性 

回答者の性別・年代を図 1に示す。 

 未婚 640名（32.0％）、既婚 1,360名（68.0％）、

子どもあり 1,107 名（55.35％）、なし 893 名

（44.65％）であった。世帯構成は図 2の通りで 

ある。 

 

３．死別や臓器提供の経験 

  身近な人（家族・親族・友人等）を看取った

（死別）経験がある人は 1,080 名（54.0％）、自

分の家族が救命困難となった時に、臓器提供の

選択肢を提示された経験がある人は 39 名

（2.0％）、身近な人（家族・親族・友人等）の臓

器（心臓、肝臓、腎臓、眼球（角膜）など）を

その人の死後に提供した経験がある人は 47 名

（2.4％）、身近な人（家族・親族・友人等）に臓

器移植を受けた人が居るのは 45名（2.3％）であ

った（図 3）。 

 

４．臓器提供に対する関心 

臓器移植に関心があるのは 856名（42.8％）で

あるが、意思表示をしていたり（396名；19.8％）、

家族と話したことがある人（487 名；24.4％）は

2割程度に減少した（図 4）。 

 

５．臓器提供の意思 

自分が脳死と判定された場合または自分の心

臓が停止し死亡と判断された場合の臓器提供に

対しては、「提供したい」270名（13.5％）、「どち

らかといえば提供したい」407 名（20.4％）で約

1/3を占めた（図 5）。 
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６．臓器提供の選択肢提示に対する受容性 

家族が救命困難となった場合に臓器提供を思

いつくと答えた人は 27.5％（思いつく 129 名；

6.5％、たぶん思いつく 420名；21.0％）、選択肢

提示について知っていた人は 604名（30.2％）で

あったのに対し、選択肢提示を良い取組みと評価

した人は 81.7％（良い取組み 350名；17.5％、ど

ちらかといえば良い取組み 1,283名；64.2％）で

あった（図 6）。 

 

選択肢提示の実施者で適切なのは、主治医が最

多（適切 817名；40.9％、どちらかといえば適切

815名；40.8％）であった（図 7）。 

 

もしあなたの家族が救命困難となった場合（今

の医療技術では絶対に助からないと診断された

場合）、あなたは医療者側から臓器提供の選択肢

提示をされたいかどうかについては、「されたい」

「されたくない」がほぼ同数であった（図 8）。 

 

 

Ｄ．考察 

改正臓器移植法施行により、本人意思不明の

場合家族の承諾で脳死下臓器提供が可能になり、

これまでの脳死下臓器提供事例の 76.9％が家族

承諾による事例であった（公益社団法人日本臓

器移植ネットワークによると、改正臓器移植法

施行後の脳死下臓器提供事例 433 例中、家族承

諾による事例は 333例である（2018年 3月 19日

現在））。また、医療者側からの選択肢提示を

契機とする臓器提供事例は 53.0％を占め（公益

社団法人日本臓器移植ネットワークニュースレ

ターvol.21, 2017,図 4）、旧法下と異なり、本人

意思の存在が必ずしも前提とならなくなってき

た。 

今回の調査で明らかになったように、家族が

救命困難となった場合に臓器提供を思いつくで

あろう人が少ない（27.5％）からこそ、主治医側

から適切なタイミングで臓器提供の機会がある

ことを告げることは、潜在的な意思を把握する

には有効である。そして、選択肢提示を良い取

組みと評価する人が 8 割以上いることから考え

ると、主治医側が懸念するよりも一般市民は選

択肢提示を好意的に受け止めているといえよう。 

一方で、家族が救命困難となった場合に選択

肢提示を「されたい」人は 2割程度となり、「わ

からない」人が半数以上を占めた。本調査の回

答者の中で、自分の家族が救命困難となった時

に選択肢提示をされた経験を持つ人は 2％であ
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った。圧倒的多数の人が選択肢提示をされた経

験がなく、選択肢提示の実際については一般市

民に十分知られているとは考えにくい。従って、

その場になってみないと「分からない」人が多

いと推測される。 

救命困難となった場合、いわゆる終末期にお

ける臓器提供の選択肢提示について、日常的に

一般市民に対して啓発や情報提供を行い、選択

肢提示に対する知識（いつ、だれに、どのよう

に、どんなことを、なぜ、言われるのか）を持

ってもらうことで、心構えができ、選択肢提示

に対する抵抗感が減ると考える。あわせて、そ

のことを主治医側が理解できれば、終末期にお

いて患者家族に選択肢提示をすることへの心理

的負担感が減り、躊躇することも少なくなるの

ではないかと考える。 

また、本調査から、選択肢提示を「されたく

ない」人は、「最期まで救命を尽くしてほしい」

「脳死になっても回復する可能性がある」とい

う「誤解」に基づいていることも明らかになっ

た。選択肢提示は、救命治療を施したうえで、

それでも回復の可能性がない場合に行われるこ

とであり、かつ、脳死は脳幹を含む脳全体の機

能の不可逆的停止であるということが、一般市

民には十分理解されていないように見受けられ

る。この理解促進は、継続的な大きな課題であ

る。なぜならば、「脳死」という言葉を用いて

主治医が患者の容体を説明した際に、患者家族

側が「脳死からでも回復する可能性がある」と

思っているうちは、臓器提供の選択肢提示の受

容は困難であるからである。 

その反面、選択肢提示を「されたい」人にと

っては、「次のことを考えないといけない」「臓

器提供を思いつかない」「家族から臓器提供を

言い出せない」ということが選択肢提示をされ

たい理由として支持された。一般的に選択肢提

示の意義としては、これらのことが強調されて

いるが、患者家族が考える理由が主治医側に周

知されることで、選択肢提示を行う意義が認識

され、選択肢提示を行う動機づけにつながるの

ではないかと考える。 

選択肢提示の実施者として、主治医が最も支

持されたことから、治療の継続性の中で行うこ

とが良いことが示唆された。主治医の負担感を

減らすために、院内移植コーディネーターやソ

ーシャルワーカー等による選択肢提示も検討さ

れているが、主治医以外の者が行うとしても、

主治医と情報を十分共有し、主治医側の姿勢を

示すことで、患者家族側にとって違和感が少な

くなるであろう。 

臓器移植コーディネーターは、臓器提供の選択

肢提示を行うことに対する主治医側の負担感や

懸念を理解したうえで、選択肢提示の意義を主治

医側に伝える必要がある。また、一般市民に対し

ても、いわゆる終末期における臓器提供の選択肢

提示について具体的な情報提供を行い、選択肢提

示の実際をイメージできるような啓発活動を行

う必要がある。これら双方に対する啓発活動が相

まって、臓器提供の選択肢提示のルーチン化を目

指すことができると考える。今後は、クリティカ

ルな状況下において、患者家族が違和感なく受入

れられる臓器提供の選択肢提示の在り方を検討

し、選択肢提示に対する主治医側の負担軽減につ

ながる策を見出す必要がある。 

 

Ｅ．結論 

臓器提供の選択肢提示を「よい取組み」と評価

する人は 82％に上ったことから、制度としての

受容は良好と考える。また、選択肢提示の実施者

として、主治医が最も支持されたことから、治療

の継続性の中で行うことが良いことが示唆され

た。 

今後、クリティカルな状況下において、患者家

族が違和感なく受入れられる臓器提供の選択肢

提示の在り方を検討し、選択肢提示に対する主治

医側の負担軽減につながる策を見出す必要があ

る。 
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提供に関わる医療コストの検討,第53回日本

移植学会,2017.9 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定も含む） 

 １．特許取得 なし 

 ２．実用新案登録 なし 

 ３．その他 なし
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